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化石燃料から手を引くロックフェラ－一族 
 
［ヒューストン／ニューヨーク ２３日 ロイター］   
 ロックフェラー家関連のロックフェラー・ファミリー・ファンドは２３日、化石燃料関
連投資を可能な限り早期に中止し、米石油大手、エクソンモービル(XOM.N)の株
式保有も解消する方針を表明した。 
石炭やカナダのオイルサンド関連の保有資産も処分する。 
ただ、ファンドが保有する化石燃料関連資産やエクソン株の規模については詳細
を明らかにしなかった。 
 ロックフェラー家はかつて、石油関連事業で財を成した。だが、気候変動が人類
や生態系を脅かす現状を踏まえ、ファンドは「炭化水素の新たな供給源を各社が
探査し続ける行動に良識ある論拠がない」と指摘した。 
 エクソンをめぐっては、ニューヨーク州司法長官が昨年１１月、地球温暖化リスク
などに関する情報開示が不適切だった疑いがあるとして、調査を始めている。 
ロックフェラー家関係者は２００８年、エクソンに企業統治の在り方を変え、代替燃
料への支出を増やすよう、すでに呼び掛けていた。 
 ２０１４年には、ロックフェラー家関連の別ファンド、ロックフェラー兄弟財団など
複数の慈善団体、非政府組織が、化石燃料関連の投資をやめる方針を示してい
る。 
今回の方針表明について、エクソンは声明で「化石燃料への反対姿勢を踏まえれ
ば、（エクソン株の）処分に驚きはない」とした 



  米国では補助金が支給されなくても再生可能エネルギーが天然ガスを抜き、2031年に主要な発電源にな
るとの見通しが、ブルームバーグ・ニュー・エナジー・ファイナンス（ＢＮＥＦ）の分析で示された。風力
と太陽光発電のコストが低下するためと説明している。ＢＮＥＦの首席エコノミスト、エレナ・ジアナコポ
ロー氏はこうした米国での発電源の移行について、40年にかけて再生可能エネルギー向け投資が7450億ドル
（約79兆600億円）に上り、化石燃料の新規プラント建設向け投資額である950億ドル（推定）を上回るため
と指摘。20年以降は、補助金が支給されなくても太陽光と風力の発電能力がガスあるいは石炭よりも割安に
なると予想される。ジアナコポロー氏は10日の電話インタビューで「これは米国のシステムにおける大きな変
化だ。再生可能エネルギーが天然ガスを上回るのはそう遠い未来ではない」と指摘した
。                                                                                                                                                           
  米国でのよりクリーンな発電技術の利用拡大は、ペースは鈍いものの世界的なトレンドに沿うものだ。
ジアナコポロー氏によれば、インドや中国などの国々で石炭から風力・太陽光発電への移行が進むため、再
生可能エネルギーは27年までに世界の主要な発電源となる見通し。ＢＮＥＦによると、40年にかけての世界
の再生可能エネルギー向け投資は７兆8000億ドルに上り、この間の化石燃料向け投資のほぼ４倍に達すると
予想されている。 
   
原題：Renewables Will Top Gas as Biggest U.S. Power Producer in 2031 

Bloomberg 



「リスク拡大」批判浴びる日本の石炭火力推進計画  
  石炭火力発電を大幅に増強するという日本の計画は誤った予測に基づき、日本は600億ドル超の「座礁」資産を
背負い込むことになる恐れがある──。新しい報告書が警告している。 
 報告書は英オックスフォード大学のスミス企業環境大学院がまとめたもので、安倍首相に対し、原子力発電の縮
小を補うために石炭技術に巨費を投じる計画を見直すよう求めている。   
 この計画は日本のエネルギー政策を他の先進国と逆方向に進ませ、環境リスクの拡大を引き起こすと報告書は
指摘する。福島の原子力発電所の炉心溶融（メルトダウン）につながった2011年の東日本大震災により、日本はエ
ネルギー政策の大規模な見直しを迫られた。しかし、安倍政権に対しては、石炭火力発電の推進を国内外でもくろ
む企業に震災後のエネルギー政策の乗っ取りを許したという批判が向けられている。 
■電力会社、多額の評価損の恐れ 
 報告書で示された３つの予測シナリオの全てにおいて、日本の電力会社は少なくとも合計500億ドルの評価損あ
るいは評価減に行き当たることになる。 「これは日本で新たな石炭火力発電所の計画と建設を進めることのリス
クを浮き上がらせている」と、報告書は指摘している。 しかし、報告書の主筆ベン・コールデコット氏は、49の石炭
火力発電所を新設して発電能力を2800万キロワット増強する計画は経済的に正当化できず、廃止される発電所を
補うレベルを191％超過すると述べている。 
 この設備過剰が太陽光などの再生可能エネルギーとの競争激化と相まって、電力各社の時価総額の約25％に
相当する資産が「座礁」資産となり、早期償却や負債への転換を迫られる恐れがあるという。 
 コールデコット氏は報告書のシナリオの一つの中で、そうした資産を760億ドルと推計している。同氏は日本の石
炭火力推進計画の核心にある欠陥として、電源構成の変化が加速するリスクを無視している点を挙げる。 
 世界の発電に占める再生可能エネルギーの比率は過去５年間で10％から15％に高まった。一方、陸地での風力
発電と太陽光発電のコストは同期間にそれぞれ39％、41％下がっている。日本の計画は、国内の電力部門に変化
が起こらず、石炭火力発電にとって「安全な」状態が続くことを前提にしていると、コールデコット氏は指摘する。こ
れは他の主要20カ国・地域（Ｇ20）の実態に反する前提だ。「日本は2070年代まで石炭火力発電所が残ると真剣に
思っているのか。彼らが示した計画は、それに懸けることを意味している」と、同氏は言う。 



ドイツ、再生エネルギーによる発電量が一時的に総需要量
の95％に到達 

 ドイツで8日午前11時、ソーラー発電、風力発電、水力発電、バイオマス発電を合計した
再生エネルギーによる発電量が一時的に57.8 GWに達し、電力総需要量の95％に達した
ことが判った。8日午前は、ドイツ全土が晴天となり、ソーラー発電量が増加したこと、更に、
ドイツ全土で強い風が吹くことで、風力発電量も増加したことが、一時的に再生エネル
ギーによる発電量が大きく増大する要因となった。ドイツの電力各社は、こうした事態の
発生を受けて、再生エネルギーに対して一時的にマイナスの買取価格を設定することで 

需給バランスの掌握に務めた。 
 

Source: Agora Energiewende   



１．米国の制度 



米国の制度の経緯と考え方 
 
・垂直統合型の事業者： 
  大規模発電のスケ－ルメリットを追求 
  将来需要を高く見積もり、次々と大規模発電（５０－１００万ｋｗ／unit）を建設 
  → 維持費の上昇と稼働率の低下、高いリザ－ブコスト ・・・ スケ－ルメリット低下 
  → 需要の頭打ち → 広域融通によるリザ－ブシェアリングによるコスト低下 
 
・技術のシンポによりかつての大規模火力より低価格な高効率の小規模システムが登場
した。・・・・コンバインド・サイクル等（１ｕｎｉｔ：数万kw～）、ＩＰＰの登場 
              １Ｕｎｉｔ： ５０万ｋｗ→数万ｋｗ コスト・工期も縮小 
 
・送電技術の進歩 → 広域からコストの安い電力の調達が可能・・・連邦の水力発電 
               電気代の高いユ－ザ－に安い電力の提供が可能 
 
・多様な技術の登場： コ－ジェネレ－ション、太陽光発電、風力発電等 
 
◎これらの技術進歩の成果を消費者に役立てるには、グリッドをオ－プンアクセスにする
ことが肝要 → 電力グリッドの性格：公共的エネルギ－プラットフォ－ム化 
 
⇒ところが、垂直統合の電力会社がグリッドの自然独占的性格を利用してグリッド接続を
妨害  → 新参者にも公平なグリッドオ－プンアクセスを確保するための制度 



◎米国の連邦エネルギ－規制委員会（ＦＥＲＣ）の一連の電力
システム改革 
 
 経済の各分野でイノベ－ションが進行している中で、電力システムに関しては、送配
電網が持つ自然独占的な性格から生ずる排他性に起因して、このような潮流が浸透
しなかった。 
⇒送配電システムを分離し、中立・公平化することにより、電力システムも世界の潮
流に沿ったイノベ－ションの流れに乗れるように制度改革を行う。 
 
◎ニュ－ヨ－ク州のＲＥＶ（２０１４年改定エネルギ－ビジョン） 
・今の電力システムは、発電施設等の利用率も低く、ＩＴ技術の導入が他産業に比べ
進んでいないなど非効率で、顧客ニ－ズの進化に対応しておらず、Ｒ＆Ｄも進んでい
ない。 
 → 「インテリジェント ネットワ－ク プラットフォ－ム」の考えにより配電システム（Ｄ
ＳＰ）を構築することによりこうした状況を改善する 
 
 → 多様な分散型エネルギ－資源（ＤＥＲ：再生エネだけではなく、ＣＨＰ、系統内蓄

電池、ＥＶ、ＤＳＭ等のエネルギ－システムに関する分散型資源の総称）を取り扱える
システム・料金体系により顧客のニ－ズ進化に柔軟に対応し、効率化・コスト低減を
図ることが目標。 



連邦エネルギ－規制委員会（FERC）の一連の制度改革 
 
 
１９９６年 ４月 Order No．888   送電分離（ISO）， 
                     送電オ－プンアクセス 
 
１９９６年 ４月 Order No．889  情報開示 
 
１９９９年１２月 Order No．2000  広域送電機関（RTO） 
 
２００７年 ２月 Order No．890    送電の公平性 
  
２０１１年 ７月 Order No．1000   広域送電計画 
  





Order No．888  (1996年) 
 
・送電グリッドの公平性担保について種々の規定 
 
・ISOの設置推奨規定 
 FERCの認めるISOの原則：電力市場に関する関係者と経済的利害関係を持ってはい
けないなどの条件が１１項目 
 
・ISOの収入は電気料金に乗せる連邦のISOタリフ。ISOタリフ算定の根拠。 
 
・送電計画の策定，送電計画に送電タリフ，費用負担等必要事項を定める。  
 グリッド強化の計画、費用負担等も計画に定める。 
 送電計画は信頼性とコストの観点から策定。 
 

Order No．889  (1996年) 
 
・情報のシェアシステムOASIS 
(Open Access Same-Time Information System) 
への情報開示の義務付け 
・関係者の公平な情報アクセス 
 



米国のISO・RTOの根拠規定は、必置規定ではないため、全ての州・地域にISO・RTOが置かれ
ているわけではない。人口密集地域は概ねカバ－しているが、ISO・RTOの置かれていない州
も多い。 



Distribution System is the portion of the electric system that is composed of 
medium voltage (69 kV to 4 kV) sub-transmission lines, substations, feeders, 
and related equipment that transport the electricity commodity to and from 
customer homes and businesses and that link customers to the high-voltage 
transmission system.  

Independent System Operator (ISO) or Regional Transmission Organization 
(RTO) is an independent, federally regulated entity that is a Transmission 
System Operator, a wholesale market operator, a Balancing Authority and a 
Planning Authority.  

Transmission-Distribution interface (T-D 
interface) is the physical point at which the 
transmission system and distribution system 
interconnect. This point is often the 
demarcation between federal and state 
regulatory jurisdiction. It is also a reference 
point for electric system planning, scheduling 
of power and, in ISO and RTO markets, the 
reference point for determining Locational 
Marginal Prices (LMP) of wholesale energy.  



ＯＡＳＩＳ 
Open Access Same-Time Information System 

・オアシスノ－ド毎の情報開示 
 
・オアシスノ－ド： 
 ＮＹＩＳＯの場合３５０ノ－ド 
 → 卸売の接点としてのＤＳＯとの結節点の変電所 
 
・ニュ－ヨ－クISOの送電規模は，関西電力と同程度，３５０とい
う数字は，関西電力では一次変電所の数と同レベルの数。送電
管理者と配電管理者の接続点となる変電所毎にノ－ドが設定さ
れているというイメ－ジであろう。  
  





ノ－ダル・プライシング 
・米国では電力市場価格は，送電グリッドの結節点（ノ－ド）毎に定められる。 
・NYISOの場合，３５０ノ－ド。 

・NYISO，CAISOの再生可能エネルギ－出力抑制：グリッドキャパシティの小さいノ－ドでは，
再生可能エネルギ－の発電量の増加に伴い，マイナス価格となる。積極的に出力抑制行う
必要はないという見解。 
 ただし、ＲＰＳのクレジット（ＲＥＣ）の価格と市場電力価格の合計がマイナスにならない限
り，発電側が系統から自ら離れることはない。 



・ＴＯの送電線経費の多くは、ＤＳＯ、ＧＯとしての州タリフ（総括原価方式）で賄われる。 
・ＩＳＯ・ＲＴＯの計画として認められたＴＯの送電線増強は連邦ＩＳＯ・ＲＴＯタリフで賄われる。 
・一般に、連邦タリフの方が、州タリフよりも誘導規制的で有利な条件となっている。 
 



 項   目 EU 米国 備考 

送電管理者 TSO ISO・RTO   

送電管理者の性格 民間企業 非営利団体   

送電所有者 TSO ＴＯ   

グリッド増強 増強義務・計画義務 計画義務 EUの成功の一因 

増強コスト 誘導的規制 計画の中で調整 EUの成功の一因 

市場 広域均一価格 狭域ノ－ド価格   

EUと米国のグリッド政策の比較 
 

・ＥＵ：グリッドタリフの上限設定において，誘導的規制によりグリッド投資の誘導を行ったこ
とが，企業としてのTSOの企業成長戦略とうまく整合し，TSOの積極投資に繋がる。 
・米国：グリッドの増強義務がない。ISO・RTOが非営利団体でＴＯのグリッド増強計画を監視
する立場。非営利のISO・RTOに企業戦略としての成長の必要はないため，グリッド増強の
自発的なインセンティブが働かない。増強計画を作る際にもISO・RTOはＴＯとの協議が必要。 
⇒EUのようにISO・RTOタリフによる誘導的規制が機能しにくい状況 



Order No．890   （2007年） 
・新規参入者，州政府等も含む全ての関係者に送電計画策定プロセ
ス，関係情報をオ－プン。関係者全員の参加の下に計画策定。 
 
 

Order No．1000  （2011年） 
・州を越えた広域の送電計画の策定義務。費用負担、連邦タリフの
計画も含む。 
 ＯｒｄｅｒＮｏ．８９０の趣旨に沿って新規参入者等も含み策定。 
 
・ＮＹＩＳＯ：州際の市場取引がある卸売市場の場合には、州内の
送電線のみの計画であってもOrderNo.1000の対象となる。完全に独
立しているのはテキサスのみ。 
 









Renewable Portfolio Standard Policies 

Renewable Energy Certificates (RECs) → 認証の初期費用 → 一定規模以上 

◎州毎に定めている。州により様々なタイプがある。 



Renewable Portfolio Standard Policies 

www.dsireusa.org / October 2015 
WA: 15% x 2020*  

OR: 25%x 2025*  
(large utilities) 

CA: 50%  
x 2030 

MT: 15% x 2015 

NV: 25% x 
 2025* UT: 20% x 

2025*† 
 
 

AZ: 15% x 
2025* 

ND: 10% x 2015 

NM: 20%x 2020 
(IOUs) 

HI: 100% x 2045 

CO: 30% by 2020 
(IOUs) *† 

 

OK: 15% x 
2015 

MN:26.5%  
x 2025 (IOUs) 

31.5% x 2020 (Xcel) 
 MI: 10% x 

2015*† 
 

WI: 10% 
2015 

MO:15% x 
2021  

IA: 105 MW IN: 
10% x 
2025† 

 

IL: 25% 
x 2026 

OH: 12.5% 
x 2026 

NC: 12.5% x 2021 (IOUs) 

VA: 15% 
x 2025† 

 

KS: 20% x 2020 

ME: 40% x 2017 

29 States + Washington 
DC + 3 territories have a 
Renewable Portfolio 
Standard  
(8 states and 1 territories have 
renewable portfolio goals) 

Renewable portfolio standard 

Renewable portfolio goal Includes non-renewable alternative resources * Extra credit for solar or customer-sited renewables 
† 

U.S. Territories 

DC 

TX: 5,880 MW x 2015* 

SD: 10% x 2015 

 

SC: 2% 2021 

NMI: 20% x 2016 

PR: 20% x 2035 

Guam: 25% x 2035 

USVI: 30% x 2025 

NH: 24.8 x 2025 
VT: 75% x 2032 
MA: 15% x 2020(new resources)  
6.03% x 2016 (existing resources) 

RI: 14.5% x 2019 
CT: 27% x 2020 

NY: 50% x 2030 

PA: 18% x 2021† 
 

NJ: 20.38% RE x 2020  
+ 4.1% solar by 2027 

DE: 25% x 2026* 
MD: 20% x 2022 
DC: 20% x 2020 





EXECUTIVE ORDER B-30-15 

WHEREAS climate change poses an ever-growing threat to the well-being, public 
health, natural resources, economy, and the environment of California, including loss 
of snowpack, drought, sea level rise, more frequent and intense wildfires, heat 
waves, more severe smog, and harm to natural and working lands, and these effects 
are already being felt in the state; and 
・・・・・ 

IT IS HEREBY ORDERED THAT: 
 
1.A new interim statewide greenhouse gas emission reduction target to reduce 
greenhouse gas emissions to 40 percent below 1990 levels by 2030 is established in 
order to ensure California meets its target of reducing greenhouse gas emissions to 
80 percent below 1990 levels by 2050. 
 
2.All state agencies with jurisdiction over sources of greenhouse gas emissions shall 
implement measures, pursuant to statutory authority, to achieve reductions of 
greenhouse gas emissions to meet the 2030 and 2050 greenhouse gas emissions 
reductions targets. 
 
・・・・・ 
 











Senate Bill No. 350 

SEC. 19. 
 Section 399.13 of the Public Utilities Code is amended to read: 
(2) Every electrical corporation that owns electrical transmission facilities shall 
annually prepare, as part of the Federal Energy Regulatory Commission Order 890 
process, and submit to the commission, a report identifying any electrical transmission 
facility, upgrade, or enhancement that is reasonably necessary to achieve the 
renewables portfolio standard procurement requirements of this article. Each report 
shall look forward at least five years and, to ensure that adequate investments are 
made in a timely manner, shall include a preliminary schedule when an application for a 
certificate of public convenience and necessity will be made, pursuant to Chapter 5 
(commencing with Section 1001), for any electrical transmission facility identified as 
being reasonably necessary to achieve the renewable energy resources procurement 
requirements of this article. Each electrical corporation that owns electrical 
transmission facilities shall ensure that project-specific interconnection studies are 
completed in a timely manner. 



SEC. 20. 
 Section 399.15 of the Public Utilities Code is amended to read: 

(b) The commission shall implement renewables portfolio standard procurement 
requirements only as follows: 
(1) Each retail seller shall procure a minimum quantity of eligible renewable 
energy resources for each of the following compliance periods: 
(A) January 1, 2011, to December 31, 2013, inclusive. 
(B) January 1, 2014, to December 31, 2016, inclusive. 
(C) January 1, 2017, to December 31, 2020, inclusive. 
(D) January 1, 2021, to December 31, 2024, inclusive. 
(E) January 1, 2025, to December 31, 2027, inclusive. 
(F) January 1, 2028, to December 31, 2030, inclusive. 

For the following compliance periods, the quantities shall reflect reasonable 
progress in each of the intervening years sufficient to ensure that the 
procurement of electricity products from eligible renewable energy resources 
achieves  
25 percent of retail sales by December 31, 2016,  
33 percent by December 31, 2020,  
40 percent by December 31, 2024,  
45 percent by December 31, 2027,  
and 50 percent by December 31, 2030.  
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日本の接続 
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米国の接続 

◎ル－フトップソ－ラ－等の電力を自家発電的に消費した差分を系統から売買電 
  一定期間の収支を合計してネットの売買電量を計算 
  一定期間の収支で買電が余剰に生じた場合は、平均的な市場価格で買い取り 
◎州毎に定めている。対象等について州ごとに多様。 
◎ＲＰＳクレジット認定（ＲＥＣ）に対応できる能力を持たない家庭等をネットメ－タリン
グの対象としてインセンティブを与える 
◎「Behind the Meter」のソ－ラ－等による発電分は、系統からの供給電力の減少に
寄与するという意味で米国では省エネの一種。ＲＰＳクレジットに算定根拠を置く再エ
ネ５０％目標の算定にはカウントされていない。 
◎カリフォルニア州政府によれば、「Behind the Meter」のソ－ラ－も電力の再エネ導
入率目標の達成の上で、総電力消費という分母を小さくすることで寄与 













◎バイオメタンは、テキサス、コロラドのバイオメタン製造業者と相対契約で確保した
ものをカリフォルニアのガス発電施設で利用 

◎米国は、幹線パイプラインのネットがあるので、バイオメタン製造業者は、幹線パ
イプライン受入基準を満たすバイオメタンを近くのパイプラインに投入し、ＳＭＵＤはカ
リフォルニアでパイプラインからガスを引き出して利用し、カロリ－換算で決済 









Illinois is the fastest-growing CCA state in the nation. Called municipal aggregation in the 
midwest, the legislature passed enabling legislation in 2009. 

From 2011-2013, municipal aggregation 
grew from 20 communities to over 650, 
representing a whopping 80% of the 
residential market. This rapid switch was 
due to three factors: 1) an average 
customer rate savings of 25%-30% on 
electricity, 2) successful community 
outreach and public referenda, and 3) 
supportive utilities and power suppliers. 



ご清聴ありがとうございました 


